
関東高圧ガス保安団体連合会
会長表彰実施要領

１　目的

　高圧ガスによる災害防止のため不断の努力をかさね、長年にわたり高圧ガスの保安に尽くした者及び事業所等を表彰することにより、保安意識の高揚を図り、もって高圧ガスの保安を推進することを目的とする。

２　表彰の種類及び表彰者数

	種　　　　　　　　　類
	表彰予定数

	(１)　優良製造所
	総数は３６件以内

	(２)　優良販売業者、優良貯蔵所所有者又は占有者、優良特定
高圧ガス消費者（以下「優良販売業者等」という。）
	

	(３)　優良製造保安責任者、優良販売主任者等、(以下｢優良製造保安責任者等｣という。)
	

	(４)　優良防災事業所
	

	(５)　優良運送業者
	

	(６)　優良運送業従業者
	


　
３　選考方法

　選考は、本要領に基づき、各都県の表彰推薦団体から推薦されたものについて幹事会（表彰）で選考のうえ、会長に答申し、会長は役員会に図り決定する。

４　選考基準

　表彰は、次に掲げる事項に該当し、かつ、原則として高圧ガスの保安にかかる会員団体の会長表彰を受けている者とする。

　但し、高圧ガス保安に係る高圧ガス保安協会会長表彰、各都道府県知事表彰、各経済産業局長表彰、経済産業大臣表彰を受けたものを除く。

(１)　優良製造所及び優良販売業者等については、次の各号に該当するものであること。
　　イ　各施設の構造、設備及び製造、販売又は消費の方法等の措置が保安上特に優れていること。

　　ロ　保安管理体制が整備されており、保安上の職制が模範的であり、管理責任者及び従業者全般に対する保安教育が徹底しており、かつ、保安に関して積極的な熱意を持っていること。
(２)　優良製造保安責任者は、高圧ガスについての経験が深く、保安の確保と安全指導に模範的な製造保安責任者等として15年以上勤続している者で、その人格業績等が表彰に値し、かつ45才以上であること。
(３)　優良防災事業所については、次の各号の一に該当する者であること。
　　イ　関係機関・団体等の要請に基づき高圧ガスにかかる防災活動を行っている事業所であって積極的に地域の防災活動に貢献している事業所。
　　ロ　移動中の高圧ガスを積載した車両に発生した事故の拡大を迅速かつ、的確に防止し、もって公共の安全の確保に多大な貢献をした者であること。（当該事故の原因が自己の職務上責任に帰さない場合に限る。）
(４)　優良運送業者については、次の各号に該当する者であること。

　　イ　従業者全般に対する保安教育が徹底しており、かつ、運送車両の管理並びに各種の基準類が整備され保安に関して積極的な熱意を有している者であること。

　　ロ　運送関係法令にあって過去10年間無事故、無違反であること。

(５)　優良運送業従業者については、次の各号に該当する者であること。
　　イ　高圧ガスの運送事業所に現に勤務し、高圧ガスの運送について経験が深く、運送の方法等が保安上特に優れ、保安に関して積極的な熱意を有している者であること。

　　ロ　運送関係法令において過去10年間無事故・無違反であること。

(６)　選考にあたっては、全種類について経済産業省が定める「事故措置要領」のうち、B級以上の事故を過去10年間起こしておらず、高圧ガス保安法令の違反が過去5年間なく、他の模範として表彰することが適当と認められる者であること。
５　推薦方法

　　　各都県の表彰推薦団体の推薦は、順位を付け件数については下記のとおりとする。

(１)　埼玉県,千葉県,東京都,神奈川県,及び静岡県４件以内

(２)　新潟県,栃木県,茨城県,及び群馬県３件以内

(３)　長野県及び山梨県２件以内
　　　表彰の種類別に応じた推薦様式は次のとおりとする。

　　　　　優良製造所　　　　　　　　　様式１

　　　　　優良販売業者等　　　　　　　様式１

　　　　　優良製造保安責任者等　　　　様式２

　　　　　優良防災事業所　　　　　　　様式３

　　　　　優良運送業者　　　　　　　　様式４

　　　　　優良運送業従業者　　　　　　様式５

　　　　　
６　推薦書の提出期限、送付先等

(１)　表彰推薦団体は、別に定める期日までに、事務局へ推薦書及び添付書類(各一部)を提出するものとする。
(２)　推薦書には、表彰該当事項(功績)について、事業所にあっては、保安管理組織、技術及び教育等で特に優れていることを示す補足資料を、個人にあっては、高圧ガスに関する事項を主とする本人の履歴書及び功績の内容を詳細に記載した補足資料を、防災事業所については、地域の防災活動等に著しく貢献していることを示す補足資料をそれぞれについて添付すること。
附則

　本実施の要領は、昭和62年5月11日より実施する。

　　　　　　　　　平成 3年7月23日合併引継ぎ。

　　　　　　　　　平成 5年4月1日改正

　　　　　　　　　平成 9年4月1日改正
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